
＜企業サポートのお手伝い＞                               令和１年１１月２６日版 

                                                                         第８５４号 

 

社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

政府は１１月の月例経済報告で、世界景気の判断につい

て、米中貿易摩擦の長期化で主要国・地域の貿易や生産の

不調が鮮明になってきているとして、「回復のテンポは鈍化

している」と指摘した。国内景気については、輸出を中心

に弱さが長引いているものの、緩やかに回復しているとし

て、景気判断は据え置いた。また、経済協力開発機構（Ｏ

ＥＣＤ）の経済見通しでも、「世界経済の成長が抑制される

状況が続き、下振れリスクが強まっている」と指摘した。 

 

 

 

 

政府の経済対策で、学校の情報通信技術（ＩＣＴ）化に

基づき、全国の小学５年生から中学３年生の児童・生徒が

１人に１台のパソコン（ＰＣ）が使用できる環境を整備す

る案が明らかになった。これらに要する予算は４千億円規

模となる見通しである。文部科学省によると、国公立の小

中学校でのＰＣ普及状況は平均で５．４人に１台にとどま

っている。ＰＣ設置に加え、経済対策では、無線ＬＡＮな

どの環境整備とともに、学習ソフトウェアの導入や支援す

る専門家の活用も盛り込まれている。 

 

 

 

 

金融広報中央委員会が発表した「２０１９年家計の金融

行動に関する世論調査」によると、２人以上世帯が保有す

る金融資産の平均額は１１３９万円だったことが分かった。

前年から３５万円減少となり、３年ぶりに前年より減少し

た。減少した理由の最多に「収入減」が挙げられた。資産

の内訳では、預貯金が２年連続で減少の４８７万円、保険

は３年ぶりの減少で３８４万円、有価証券が横ばいの２２

４万円となっている。 

 

 

 

 

厚生労働省の労働政策委員会分科会はパワハラ防止対策

を義務付けた女性活躍・ハラスメント規制法の施行に向け、

パワハラの定義やパワハラの類型、防止策の具体的な内容

を盛り込んだ指針をまとめた。指針では、パワハラの定義

では、優越的な関係を背景に、業務上必要かつ相当な範囲

を超えた言動によって就業環境を害するものと定義し、６

類型として、①身体的攻撃、②精神的攻撃、➂同僚が集団

で無視するような人間関係、④遂行不可能な仕事を強制す

る過度な要求、⑤仕事を与えない過少な要求、⑥私的なこ

とに干渉する個の侵害を掲げた。 

 

 

 

 

厚生労働省の２０１９年高齢者雇用状況調査によると、

６６歳以上になっても働ける制度を設けている企業は前年

より３．２ポイント増の３０．８％だったことが分かった。

７０歳以上が働ける企業も３．１ポイント増の２８．９％

になっていた。背景に、深刻な人手不足で、高齢者の就労

環境の整備を急ぐ企業の姿勢がある。調査は、従業員３１

人以上の企業を対象にしたもので、６０～６４歳の就労者

は約２１５万人、６５～６９歳が約１１４万人、７０歳以

上が約５７万人で、いずれもが過去最高となっている。 

 

 

 

 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券が東京証券取引所

などに上場する地方銀行７７社の２０１９年９月中間決算

を集計したところ、新たに不良債権処理費用として計上し

た金額が合計で１０５８億円に上った。前年同期に比べて

２倍以上に膨らんでおり、融資先の地元中小企業の経営悪

化や倒産が影響したもので、地銀の多くが純利益を減らす

要因となっている構造が浮き彫りとなっている。日銀の低

金利政策や地域経済の疲弊に加え、不良債権処理費用もか

さみ、地銀は一段と厳しい経営の実情にある。 

 

 

 

 

 １０月の消費税増税による増収分の一部を少子化対策の

一環としてスタートした幼児教育・保育の無償化制度での

２０１９年度分財源が約１千億円程度不足する見通しにあ

ることが明らかになった。不足見通しの背景には、中高所

得者層の利用が想定を上回ったことや保育所の利用割合が

高まったことなどが挙げられている。日本総合研究所の池

本主任研究員は「国の財政に余裕がない状況で、さらに借

金をして中高所得者層を支援することに意義が見いだせな

い」と指摘している。 

 

 

 

 

 日本生命が契約者約１万人を対象にした調査によると、

「定年後のセカンドライフまでに貯めておきたい金額」を

尋ねたところ、回答者全世代の平均額は２８８８万だった

ことが分かった。それがどの程度達成できたかを尋ねたと

ころ、「８０～１００％」と答えた人は平均で１５．７％、

５０代で１６．６％、６０代で３７．１％だった。また、

セカンドライフを過ごすにあたって「転居したいか」の尋

ねで、２５．７％が「はい」と答え、転居したい場所を尋

ねると、１位は北海道で、東京都、沖縄県が続いた。 

６６歳以上の雇用制度の企業は３割 月例経済報告で「世界経済の回復鈍化」 

地銀の不良債権処理費用が倍増 

世帯資産、３年ぶりに減少の１１３９万円 

経済対策で児童・生徒１人にＰＣを１台 

幼児教育・保育の無償化財源が不足に 

定年後まで貯めたい額は２９００万円 

厚労省、パワハラの６類型を例示 


